
 

様式第２-２号 

 

熊本市就農スタートアップ支援事業計画書（事業実績書） 

親元就農者支援 
１ 申請者（事業実施主体） 

住所 
〒 

熊本市 
電話番号  

（名称） 

代表者氏名 
 メールアドレス  

親

元

就

農

者 

氏 名  

生年月日     年  月  日( 歳） 就農年月日 令和   年   月   日 

農業に係る研修会・交

流会等の参加実績 

期日 令和   年   月   日 

内容  

 

2 農業経営状況等 

営農類型 
□ 水田作 □畑作 □露地野菜 □施設野菜 □果樹 □花き □酪農 

□ 繁殖牛 □肥育牛 □養豚 □採卵鶏 □肉用鶏 □その他（    ） 

経営面積 

飼養頭羽数 

（延べ） 

作目・畜種   面積・飼養頭羽数 作目・畜種   面積・飼養頭羽数 

  ａ、頭、羽  ａ、頭、羽 

  ａ、頭、羽  ａ、頭、羽 

 ａ、頭、羽  ａ、頭、羽 

作業受託（請負） 

作 目 作業内容 面積等 作 目 作業内容 面積等 

      

      

       

農業生産関連事業 

（該当に〇） 

農産物加工  観光農園  

小売り  その他（      ）  

収入保険制度の加入 有 ・ 無 農地中間管理機構から賃借権等の設定を受けている 有 ・ 無 

みどりの食料システム法に基づく環境負荷低減事業活動実施計画の認定制度を受けている 有 ・ 無 

 

3 事業計画  

対象機械・ 

施設等 

(1)機械・施設名 例）トラクター（機械の場合はメーカー・型番） 

数量・能力等 例）1台・３２ｐｓ 

対象作物等 例）水稲・トマト 利用面積 例）１３０ａ 

取得見込額    見積金額を記入       円 

着工（予定） 例）令和 7年 9月 1日   完了（予定） 例）令和 7年 9月 1日 

(2)機械・施設名  

数量・能力等  

対象作物等  利用面積  

区 受付番号 

 
２－ 

記載例 

過去１年間で、農業の生産、販売等をテーマに企画・開催された 

講習会や交流会に参加実績がある場合は記入してください 

※研修会の開催期日及び出席が分かる資料の写しを添付してください 

経営している全ての営農類型に ✓  

経営している全ての作目・畜種、面積・頭羽数を記入してください 

 該当する場合は記入してください 

 該当する場合は〇 、（  ）に記入してください 

複数の施設・機械を導入予定の場合は、以下の（２）、

（３）の欄に個別に記入してください 

 該当する 有、無 を〇で囲んでください 

記入してください 



取得見込額                    円 

着工（予定） 年  月  日 完了（予定） 年  月  日 

(3)機械・施設名  

数量等能力等  

対象作物等  利用面積  

取得見込額                円 

着工（予定） 年  月  日 完了（予定） 年  月  日 

事
業
の
内
容
（
別
紙
に
よ
る
提
出
も
可
） 

現状の説

明・ 

課題及び

事業の目

的 

〇現状の説明 

・現在の状況 

・課題 

〇事業の目的 

・事業を実施する目的・理由 

・事業を実施することで、営農に関してどのような効果を得ることができる

か、 課題を解決することができるか等、くわしく記載してください。 

※可能な限り、現状の写真を添付してください。 

※記載スペースが不足する場合は、別紙に記載して添付してください。 

期待され

る効果 

（効果の

検証） 

 

〇 施設・機械を導入することで、営農に関して期待される効果 

（生産性・品質向上、省力化、低コスト化、労働時間削減等） 

※現状や課題に沿った効果について、詳しく記載してください。 

※記載スペースが不足する場合は、別紙に記載して添付してください。 

具体的

な目標 

項 目 現 状 目 標 （実 績） 

   （記載不要） 

   （記載不要） 

   （記載不要） 

実施箇所 〔 農業振興地域 ・ その他 〕← 施設整備の場合は整備箇所の該当を〇 

〇施設の場合：施工場所の住所を記入  〇機械の場合：保管場所の住所を記入 

事 業 費 総事業費 補助対象事業費 補助金 自己資金 

例）3,300,000円 例）3,000,000円 例）1,000,000円 例）2,300,000円 

 

 

３ 事業実施期間（工期） 

着手（予定）   年  月  日 完了（予定）   年  月  日 

 

４ 添付資料（事業実績書の場合は不要） 

１ 見積書等事業費の積算がわかる資料、規模決定根拠がわかる資料 

２ カタログ、現況が分かる写真等 

３ 事業実施箇所の位置図、平面図、断面図、構造図等 

４ 誓約書兼同意書（別添資料） 

５ 親元就農者が就農した期日が分かる資料の写し（青色事業専従者給与に関する届出書の写し等） 

６ その他必要と認める資料 

事業によって得られる効果（収量増や面積拡大など）

の項目、現状値、目標値について記入 

⇓ 複数の施設・機械を導入する場合は、最も早い着手予定日、最も遅い完了予定日 


